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１　はじめに

卸売市場法及び食品流通構造改善促進法
の一部を改正する法律が衆議院、参議院の
審議を経て、本年6月15日に成立し、６
月22日に公布されました。
食品流通においては、昭和46年に卸売
市場法が制定された当時と比較して、加工
食品や外食の需要が拡大するとともに、通
信販売、産地直売等の流通の多様化が進ん
でいます（図１）。
こうした状況の変化に対応して、生産者
の所得の向上と消費者ニーズへの的確な対

応を図るためには、卸売市場について、取
引の実態に応じて創意工夫を生かした取組
を促進するとともに、食品流通全体につい
て、物流コストの削減や情報通信技術の導
入、品質・衛生管理の強化などの流通の合
理化と、その取引の適正化を図ることが必
要です。
このため、公正な取引環境の確保と、卸
売市場を含む食品流通の合理化とを一体的
に促進する観点から、卸売市場法と食品流
通構造改善促進法を改正することとしたも
のです。

図１　食品の流通構造の変化　①

※資料：�農林水産省「平成23年農林漁業及び関連産業を中心とした産業連関表」等を基に試算。
本資料は年次や対象等が異なる複数の統計、調査等を組み合わせて作成したものであり、金額等が整合しない点がある。

卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の
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■市場の主要機能 

① 集荷（品揃え）、分荷機能 ③ 代金決済機能  
全国各地から多種・大量の物品を集荷。 実需者から販売代金を回収し、出荷者へ迅速・確実に決済。 
実需者のニーズに応じて、必要な品目・量を分荷。 

② 価格形成機能 ④ 情報受発信機能  
 需給を反映して価格を形成。 需給情報を収集し、川上・川下に伝達。 

（図１） 

農林水産省から
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食品の流通構造の変化　②

２　改正卸売市場法について　

今回の卸売市場法の改正は、図２のとお
りであり、その詳細は、以下のとおりです。
（１）　卸売市場法の改正内容
ア　卸売市場法の目的改正

卸売市場法の改正においては、目的規定
を改正し、卸売市場が食品等の流通におい
て生鮮食料品等の公正な取引の場として重
要な役割を果たしていることと、そのこと
に鑑み、卸売市場の認定に関する措置等を
講ずることを明記しております。

Copyright 2017 Food Industry Affairs Bureau. Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.  
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 最終消費の形態における生鮮品の割合は低下。（ ％→ ３％）
 卸売市場は、集荷・分荷、価格形成、代金決済等の機能を有するもの。昭和 年代は、卸売市場流通が
支配的なシェアであったが、現在は、市場取引のほか、産直取引、契約栽培、直売所、ネット通販など、多様
な流通が行われており、また、市場取引の内容も実際に卸売市場に商品を持ち込まず（商物一致の例外）
市場の代金決済のみを利用するものもあるなど、大きく変化。

 
背景 

 食品流通の中で卸売市場が果たしてきた集荷・分荷、価格形成、代金決済等の調整機能は重要。今後も食品流
通の核として堅持。 

 

 農林漁業者の所得を向上させるとともに、消費者ニーズに的確に応えていくためには、卸売市場を含めて、新たな
需要の開拓や付加価値の向上につながる食品流通構造を確立していくことが重要。 
 

 このような観点から、卸売市場を含めた食品流通の合理化と生鮮食料品等の公正な取引環境の確保を促進。 

 
法律の概要① 

（１） 農林水産大臣は、次の事項を定めた卸売市場に関する基本方針を定める。 
（第３条） 

 ・業務の運営に関する事項 ・施設に関する事項 ・その他重要事項 
 

（２） 基本方針等に即し、生鮮食料品等の公正な取引の場として、①から⑥の共通の取引ルールを遵守し、公正・
安定的に業務運営を行える卸売市場を、中央卸売市場又は地方卸売市場として農林水産大臣又は都道府県
知事が認定・公表し、指導・検査監督する。（第４条から第 条まで） 

 
 
 
 
 
 

 

（３） 国は、２（２）の食品等流通合理化計画に従って行われる中央卸売市場の整備に対し、予算の範囲内におい
て、その費用の 以内を補助できる。（第 条） 

① 売買取引の方法の公表   ⑤ 取引条件の公表   
② 差別的取扱いの禁止  ⑥ 取引結果の公表 
③ 受託拒否の禁止（中央卸売市場のみ）   ⑦ その他の取引ルールの公表（※） 
④ 代金決済ルールの策定・公表 

卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律の概要 ① 

１ 卸売市場法の改正 

※ 第三者販売の禁止、直荷引きの禁止、商物一致等。卸売市場ごとに、関係者の意見を聴くなど公正な手続を踏み、
共通の取引ルールに反しない範囲において定めることができる。 

（図２） 
図２　卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律の概要　①
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イ　卸売市場に関する基本方針　
また、農林水産大臣は、卸売市場の業務
の運営、施設等に関する基本的な事項を明
らかにするため、卸売市場に関する基本方
針を定めることとしています。
本稿を記述している時点ではパブリック
コメント期間で、皆様が本稿をお読みにな
る時までには、食料・農業・農村政策審議
会の意見を聴いた上で基本方針が決定して
いることと思いますが、パブリックコメン
ト時点での基本方針に定めている事項は次
のとおりです。
①�　卸売市場の業務の運営に関する基本的
な事項
◦卸売市場の位置付け
◦�卸売市場におけるその他の取引ルール
の設定
◦�卸売市場における指導監督
　　�開設者による指導監督、国及び都道

府県による指導監督
②�　卸売市場の施設に関する基本的な事項
◦�卸売市場の施設整備のあり方
　�流通の効率化、品質管理及び衛生管理、
情報通信技術その他の技術の利用、国
内外の需要への対応、関連施設との有
機的な連携
◦国による支援
③　その他卸売市場に関する重要事項
◦災害時等の対応
◦食文化の維持及び発信
◦人材育成及び働き方改革

ウ　卸売市場の認定
卸売市場の開設に関しては、公正な取引
の場としての一定の要件を満たす卸売市場
について、今後ともその機能を発揮できる

よう活性化を図るとの観点から、これまで
の許認可制から認定制に移行しました。農
林水産大臣又は都道府県知事は、生鮮食料
品等の公正な取引の場として、差別的取扱
いの禁止、受託拒否の禁止（中央卸売市場
のみ）、売買取引の条件や結果の公表等の
共通の取引ルールを遵守し、適正かつ健全
な運営を行うことができる卸売市場を、基
本方針等に即して中央卸売市場又は地方卸
売市場として認定します。
差別的取扱いの禁止等の共通の遵守事項
以外の遵守事項、すなわち第三者販売や直
荷引き、商物分離、自己買付等についての
ルールについては、品目や地域の実情に合
わせて、卸売市場ごとに設定できることと
しています。また、地方卸売市場において
は受託拒否の禁止が共通の遵守事項とはし
ていないため、地方卸売市場において受託
拒否の禁止を遵守事項とする場合には、こ
の共通の遵守事項以外の遵守事項として設
定することとなります。
共通の遵守事項以外の遵守事項を定める
際、その遵守事項が共通の遵守事項の内容
に反するものでないこと、出荷者、卸売業
者や仲卸業者、売買参加者や買出人など取
引参加者の意見を聴いて定められているこ
と、その遵守事項と遵守事項が定められた
理由が公表されていることを満たしている
必要があります。

エ�　卸売市場法改正により期待されるビジ
ネスモデル
以上のような今回の卸売市場法の改正を
もとに、今後は、図３のようなビジネスモ
デルが期待されます。
柔軟な取引ルールを設定できる制度を活
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用して各卸売市場において期待される取組
としては、まず、生鮮食料品等においても
規格化が進んでいることを踏まえ、商物分
離を認める取引ルールを設定することが考
えられます（産地直送）。この場合、卸売
市場取引でありながら、物流は直送するこ
とにより、出荷者の物流コストを削減する
とともに、食品の鮮度を保って消費者まで
届けることができるようになります。
また、仲卸業者が産地から直接集荷でき

る直荷引きを認める取引ルールを設定した
場合には、小ロットになりがちな有機農産物
や地場野菜等を仲卸業者が直接し入れるこ
とが可能となり、消費者ニーズに合った品揃
えを充実し、地域の生産者に販路拡大の機
会を提供することができます（輸出促進）。
第三者販売を認めるルール設定をした場
合には、開設者に個別の許可等の手続なく、

別の卸売市場の卸売業者や仲卸業者への販
売を通じて、迅速かつ円滑に農産物の過不
足を調整することや卸売業者が直接加工業
者や外食事業者に販売することが可能とな
りますし、また、各卸売市場の需給状況を
踏まえて市場間での転配送も円滑に行うこ
とができます（市場間ネットワーク）。
このような取組によって卸売市場の取引
が活性化し、卸売市場の役割・機能を十全
に発揮することを期待していますが、各卸
売市場において、卸売市場の将来像を描き
ながら、開設者と取引参加者とが十分に議
論していくことが何よりも重要であると考
えております。農林水産省としても、全国
の卸売市場や他の食品の流通の状況に関す
る情報提供なども含め、各卸売市場におけ
る議論・検討を積極的に支援していく考え
です。

卸売市場法改正により期待されるビジネスモデル 
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（図３） 図３　卸売市場法改正により期待されるビジネスモデル
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オ　卸売市場施設に対する支援
認定を受けた卸売市場に対しては、引き
続き予算措置として３分の１以内で支援を
行っていきますが、中央卸売市場に対する
法律補助も引き続き措置しており、食品等
の流通の合理化に取り組む中央卸売市場の
開設者に対し、予算の範囲内において、そ
の施設の整備に要する費用の10分の４以

内を補助することができる旨の規定を法律
に定めています。

（２）　改正食品流通構造改善促進法の内容
今回、卸売市場法とともに、食品流通構
造改善促進法も図４のとおり改正を行いま
した。その詳細は、以下のとおりです。

ア　食品流通の合理化
農林水産大臣は、食品等の流通の合理化
を図る事業を実施しようとする者が講ずべ
き食品等の流通の効率化、品質・衛生管理
の高度化、情報通信技術等の利用等の措置
を明らかにするため、食品等の流通の合理
化に関する基本方針を定めることとしてい
ます。
この基本方針等に即して、農林水産大臣
は食品等流通合理化事業に関する計画を認
定することとし、認定を受けた者は、その
計画の実施に当たり、株式会社農林漁業成
長産業化支援機構（以下「Ａ－ＦＩＶＥ」

という）による出資、株式会社日本政策金
融公庫による資金の貸付け等、食品等流通
合理化促進機構（現；食品流通構造改善促
進機構）による債務保証等の支援を受ける
ことができます。
食品流通の合理化の取組はさまざまなも
のがあると思いますが、今回は特に青果物
流通の代金決済における情報通信技術の活
用についてご紹介したいと思います。国産
青果物の代金決済は、卸売市場の代払組合、
精算会社の存在によって早期決済が確保さ
れていますが、これからは個々にシステム
を構築して管理するではなく、与信管理等

 
法律の概要② 

卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律の概要 ② 

（１）農林水産大臣は、次の事項を定めた食品等の流通の合理化に関する基本方針を定める。（第４条） 
 
 
 
 
（２）農林水産大臣は、基本方針等に即し、食品等の流通の合理化を図る事業に関する計画を認定する。
（第５条） 

 
（３）認定を受けた者は、農林漁業成長産業化支援機構（Ａ－ＦＩＶＥ）の出資等の支援を受けることができる。
（第７条から第 条まで） 

 
（４）農林水産大臣は、食品等の取引状況について定期的な調査を行い、当該調査の結果に基づき必要な
措置を講じ、不公正な取引方法があると思料する場合には公正取引委員会に通知する。（第 条から第
条まで） 

 

２ 食品流通構造改善促進法の改正 

・ 流通の効率化 ・ 品質・衛生管理の高度化
・ 情報通信技術等の利用 ・ 国内外の需要への対応

※上記の改正に伴い、題名を「食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律」に改める。 

（図４） 図４　卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正する法律の概要　②
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は個々に行いながらも、クラウドサービス
を活用し、ブロックチェーンや取引データ
のアルゴリズム分析によって機密性確保と
与信管理を効率的かつ低コストで行うこと
ができるようになるかもしれません。
そのようなサービスのシステム構築に当
たっては、コストの負担と受益の不一致や
関係者の合意形成が課題となりますが、
Ａ－ＦＩＶＥの支援の仕組みを活用するこ
とで、合意形成ができた関係者だけの投資
とＡ－ＦＩＶＥの出資を加えて、まずはス
タートアップし、徐々に利用者を増やしな
がら、最終的には自立した事業とすると
いった事業展開が可能となります。このよ
うな新しい取組によって食品流通が合理化
し、発展していくことが期待されます。

イ　食品等の取引の適正化
また、農林水産大臣は、食品等の取引の
適正化を図るため、食品等の取引の状況等
に関する調査を行い、当該調査の結果に基
づき、指導・助言等の措置を講ずるととも
に、不公正な取引方法に該当する事実があ
ると思料するときは、公正取引委員会に対
し、その事実を通知することとしています。
食品産業センターが行った「食品産業に
おける取引慣行の実態調査報告（平成28
年）」においては、小売業者と食品メーカー
との取引において、協賛金負担やセンター
フィー負担、買いたたきについての調査結
果が報告されていますが、今回の改正に
よって、食品流通における取引状況を調査
し、その結果に基づいた対応を行うことで、

食品流通における取引の適正化を図ろうと
するものです。今後、調査方法の具体化に
向けた準備を進め、早期に調査を実施して
いく考えです。
なお、食品流通構造改善促進法は、これ
らの改正に伴って、法律の題名を「食品等
の流通の合理化及び取引の適正化に関する
法律」に改めました。

３　むすび

改正法案は平成30年6月15日に可決成
立いたしましたが、参議院において附帯決
議がなされています。この附帯決議には、
国会の審議の中で議論となった主な論点を
踏まえ、政府が卸売市場に対する指導・監
督・検査・支援などの関与を適切に実施す
ること、各卸売市場の業務規程については
全ての取引参加者の意見を公平かつ十分に
踏まえ適切に策定されるようにすること等
の７項目について記されております。
改正法は６月22日に公布され、食品流
通構造改善促進法の改正は６カ月以内、卸
売市場法の改正は２年以内に施行すること
としております。全国の卸売市場において、
それぞれ今後の市場像を描き、業務規程等
の策定に取り組んでいただくことになりま
すが、私ども農林水産省といたしましても、
附帯決議の趣旨を十分に踏まえ、各卸売市
場の協議や検討などの取組を支援していき
たいと考えていますので、今後ともよろし
くお願いいたします。　
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